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新居浜市人事行政の運営等の状況について  
 

【平成２５年度】 

  

「 地 方公務員法」第５８条の２及び「新居浜市人事行政の運営等の公表に関す  

る 条例」に基づき、新居浜市の人事行政の運営等の状況の概要について、公表し  

ま す。  

 な お、 ご不明な点やご質問等がありましたら、新居浜市総務部人事課（電話  

0897（ 65） 1213） ま で お問い合わせください。  

 

第１  職員の任免に関する状況  

１  職 員 の任免状況                 （ 単 位 ：人）                                

区    分  採  用  

退    職  

定  年  勧  奨  
自 己都合  

そ  の  他  

一  般  

行 政職  

事  務  １ ７  ９  １  １  

土  木  １  １  ―  ―  

電  気  １  ―  ―  ―  

機  械  ―  １  ―  ―  

建  築  １  １  ―  ―  

化  学  １  ―  ―  ―  

保 育士・幼稚園教諭  ３  ―  ３  ―  

保   健   師  ―  ―  １  ―  

消  防  職  員  ３  ―  １  ―  

計  ２ ７  １ ２  ６  １  

（ 注）平成２４年４月１日から平成 ２５年３月３１日までの人数  

 

２  採 用 試験の実施状況（平成 ２４年度）  

種   類  区   分  内   容  職  種  等  

採 用試験  

大  学  卒  ≪ １次試験≫  事 務、土木、電気、

建築、機械、  

保 育 士・幼 稚 園 教 諭 、 

保健師、栄養士、 

学 芸 員 、 消 防 職

員、機関長  

短  大  卒  筆 記試験  

高  校  卒  ≪ ２次試験≫  

障  害  者  作 文、集団討論  

職 務経験者  個 別面接  
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第２  職員の給与及び職員数の状況  

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算）  

区 分 
住民基本台帳人口 

（H25年3月31日） 

歳 出 額 

          Ａ 

実質収支 人 件 費 

         Ｂ 

人件費率 

 Ｂ/Ａ 

(参考)23年度 

の人件費率  

24年度 12万4,388人 465億8,556万2千円 11億8,980万6千円 74億3,632万4千円 16.0％ 17.0％ 

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等が含まれています。 

 

（ ２ ） 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

  Ａ  

給     与     費 １ 人 当 た り

給与費Ｂ/Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

24年度 775人 30億7,692万7千円 5億3,729万4千円 11億2,868万8千円 47億4,290万9千円 614万円 

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれていません。 

      ２ 職員数は、平成２４年４月１日現在の人数です。 

 

（３）特記事項  

  【特別職】 

     平成２５年７月から平成２６年３月までは、特別職の給料及び期末手当について、

市長は２０％、副市長は１５％、教育長は１２％、常勤の監査委員は１０％、非常

勤の監査委員は３．７４％、それぞれ減額して支給しています。 

  【一般職】 

    ア 平成２５年３月２７日に、国に準じて、退職手当の支給額を約６％引き下げる

改正を実施しました。なお、平成２５年１０月１日及び平成２６年７月１日にも

それぞれ退職手当の支給額を約６％引き下げます。 

    イ 平成２５年７月から平成２６年３月までの間、職員の給与について、次のとお

り特例的に減額措置を実施しています。 

     ＜給料＞次長級以上の職員は９．７４％、主任～課長級職員は７．７４％、主事

及び上級主事は３．７４％ 

     ＜管理職手当＞次長級以上の職員は１０％、副課長～課長級７％ 

     ＜時間外勤務手当＞減額後の給料月額により算出    
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（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

  

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の、地方公

務員の給与水準を示す指数です。 

ただし、国と各自治体の職員の学歴・経験年数別の構成比率の状況の違い等に

よって、影響がでてくることもあります。 

   ２  「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措

置が無いとした場合の値です。 

 

２ 行政職給料表の状況（平成２５年４月 1 日） 

                                 （単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

１号給の 

給料月額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200 413,000 

最高号給の 

給料月額 
243,700 307,800 354,700 388,300 400,600 422,600 456,200 478,200 

 

３  職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日 

現在） 

ア 一般行政職                                                                           

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 

新居浜市 43.0歳 341,377円 406,988円 

愛 媛 県 44.7歳 349,312円 446,864円 

国 43.1歳 332,446円 405,463円 
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イ 技能労務職                                                                           

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 

新居浜市 51.3歳 374,767円 386,013円 

 
うち学校給食員 51.3歳 374,300円 383,613円 

うち自動車運転手 ＊ ＊ ＊ 

愛媛県 49.6歳 342,182円 384,397円 

国 49.9歳 286,850円 325,400円 

（注）国の「平均給料額」は、臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額前の額

です。 

 

（ ２）職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在） 

区    分 新居浜市 愛媛県 国 

一般行政職 
大 学 卒 172,200円 176,355円 172,200円 

高 校 卒 140,100円 142,911円 140,100円 

（注）国の「初任給」は、臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額前の額です。 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 
大 学 卒 272,425円 332,050円 364,782円 

高 校 卒 227,700円 273,400円 318,000円 

（ 注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用  

  後 の 年数をいいます。  

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（ 平成２５年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１級  主事 44人 8.7％ 

２級  上級主事 35人 6.9％ 

３級  主任      87人 17.1％ 

４級  係長、主査     157人 30.9％ 

５級  副課長 103人 20.3％ 

６級  課長、主幹、技幹  48人 9.4％ 

７級  次長 25人 4.9％ 

８級  部長 9人 1.8％ 

合    計 508人 100.0％ 

（ 注）１  新 居 浜市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。  

   ２  標 準 的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務 です。 
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５ 職員の手当の状況 

（ １） 期末手当・勤勉手当 

区    分 新  居  浜  市 国 

１人当たり平均支給

額（平成 24 年度） 
145 万 7 千円  

平成 24 年度支給割合 

期末手当   勤勉手当 

2.60 月分   1.35 月分 

（1.45 月分）（0.65 月分） 

期末手当   勤勉手当 

2.60 月分   1.35 月分 

（1.45 月分）（0.65 月分） 

加算措置の状況 
職制上の段階、職務の級等に 

よる加算措置 

職制上の段階、職務の級等に 

よる加算措置 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

（ ２）退職手当（平成２５年４月１日現在） 

新 居 浜 市 国 

（支給率）     自己都合   勧奨・定年 

勤続２０年      23.03月分   28.7875月分 

勤続２５年      32.83月分   38.955 月分 

勤続３５年      46.55月分   55.86  月分 

最高限度額      55.86月分   55.86  月分 

その他の加算措置   なし    あり※ 

※定年前早期退職特別措置 

（ 2％ ～ 20％ 加算）  

1人当たり平均 
支給額            525万 7千 円  2 , 5 7 9万 4千 円  

（支給率）   自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年     23.03月分   28.7875月分 

勤続２５年     32.83月分   38.955 月分 

勤続３５年     46.55月分   55.86  月分 

最高限度額     55.86月分   55.86  月分 

その他の加算措置   なし   あり※ 

         ※定年前早期退職特別措置

         （ 2％ ～ 20％ 加算）  

1人当たり平均 
支給額            ―       ― 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平 

均額です。 
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（３）地域手当（平成２５年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成24年度決算） 支給なし 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 支給なし 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都特別区 18％  0人 18％ 

香川県高松市 3％ 0人 3％ 

（注）地域手当とは、民間における賃金・物価及び生計費が特に高い地域に在勤する職員 

  に支給される手当です。（平成１８年４月１日より、従来の調整手当が地域手当に改 

  変され、支給率等も変更されています。） 

 

 

 （４）特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成24年度決算） 2,688万8千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 11万6千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 27.0％ 

手当の種類（手当数） 21 

手当の名称 主 な 支 給 対 象 職 員 支 給 単 価 

滞納整理手当（甲） 差押物件の引揚げに従事した職員  １件     920円 

〃   （乙） 

市税その他の歳入、国民健康保険料及び介護保険 

料の滞納整理事務のため２時間以上外出勤務し 

た職員 

 日額     370円 

生活保護業務手当 生活保護に関する業務に従事した職員  日額     380円 

福祉施設勤務手当（甲） 

東新学園及び慈光園に勤務する職員（以下「福祉 

施設勤務職員」という。）で、入所者の養護業務 

に従事し、かつ、正規の勤務時間が午後８時から 

翌日午前５時までの間の全部を含む勤務である

もの 

 １勤務 2,500円 

〃    （乙） 

福祉施設勤務職員で、入所者の養護業務に従事し

かつ、正規の勤務時間が午後８時から翌日午前５

時までの間の一部を含む勤務であるもの 

 １勤務   800円 

〃    （丙） 
福祉施設勤務職員で、入所者の養護業務に従事し 

たもの 
 １勤務  170円 

死亡人処理手当 独居人、行旅死亡人等の死体処理に従事した職員  １件  12,000円 

防疫作業手当 
感染症の予防、感染症患者の収容等の作業に従事 

した職員 
日額     980円 

火葬業務手当（甲）  
火葬業務に従事した職員（斎場に勤務する職員を 

除く。） 
 １体   3,000円 

〃     （乙）  
斎場に勤務する職員で、火葬、葬儀等の業務に従 

事したもの 
 日額    750円 

犬ねこ等死体処理手当 犬ねこ等の死体処理に従事した職員 １体     500円 
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清掃施設勤務手当（甲） 

衛生センターに勤務する職員で、施設の機器若し 

くは設備の点検、整備、清掃等又はし尿の処理等 

の作業に従事したもの 

 日額    820円 

     〃     （乙） 

清掃センター及び最終処分場に勤務する職員で、 

施設の機器若しくは設備の点検、整備、清掃等又 

は廃棄物の処理等の作業に従事したもの 

 日額    720円 

用地交渉業務手当 
用地の取得、補償等の交渉業務のため外出勤務し 

た職員 
 日額    180円 

乗船手当（甲） 渡海船の船長として乗船勤務した職員 １勤務   260円 

  〃   （乙） 渡海船の機関長として乗船勤務した職員 １勤務   220円 

災害出動手当（甲） 
勤務時間外において災害のため現場出動をした 

職員 
１時間  2,730円 

  〃   （乙） 勤務時間外において甲以外の災害出動をした職員 １時間  2,130円 

死亡人処理手当 

（技能労務職) 
独居人、行旅死亡人等の死体処理に従事した職員  １件  12,000円 

防疫作業手当 

（技能労務職） 

感染症の予防、感染症患者の収容等の作業に従事 

した職員 
日額     980円 

乗船手当 

（技能労務職） 
渡海船の甲板員として乗船勤務した職員 １勤務   160円 

災害出動手当（甲） 

（技能労務職） 

勤務時間外において災害のため現場出動をした 

職員 
１時間  2,730円 

   〃  （乙） 

（技能労務職） 
勤務時間外において甲以外の災害出動をした職員 １時間  2,130円 

犬ねこ等死体処理手当 

（技能労務職） 
犬ねこ等の死体処理に従事した職員 １体     500円 

消防業務手当 連続して８時間消防業務に従事した職員 １回     430円 

災害出場手当 消火又は救助活動に従事した職員 １回     500円 

救急業務手当 傷病者の搬送業務に従事した職員 １回     410円 

高所作業手当 高所作業（訓練を除く。）に従事した職員 １回     460円 

潜水作業手当 潜水作業（訓練を除く。）に従事した職員 １回   5,000円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成24年度決算） 1億8,289万5千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 30万5千円 

支給実績（平成23年度決算） 1億7,630万1千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 29万2千円 
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（６）その他の手当（平成２５年４月１日現在） 

主な手当名 内 容 及 び 支 給 月 額 国の制度との異同、異なる内容 

扶養手当 

配偶者                         13,000 円 

配偶者以外 １人につき     6,500 円 

・配偶者がいない場合は、その 

 うち１人について      11,000 円 

・特定扶養加算（16 歳～22 歳） 5,000 円 

同 

住居手当 
借家居住者 支給限度額     27,000 円 

持家居住者                     3,500 円 

異 

国 持家居住者 支給なし 

通勤手当 

交通機関利用者（ＪＲ、バス等利用者） 

支給単位期間（最長６か月間）の通勤に要

する運賃等の額により支給 

支給限度額（月額）      55,000 円 

交通用具利用者（自動車、バイク等利用者） 

通勤距離（片道）により支給 

 0.5 ㎞以上 ～  2 ㎞未満     800 円 

   2 ㎞以上  ～  5 ㎞未満   2,500 円 

   5 ㎞以上  ～ 10 ㎞未満   4,100 円 

  10 ㎞以上  ～ 15 ㎞未満   6,500 円 

  15 ㎞以上  ～ 20 ㎞未満   8,900 円 

  20 ㎞以上  ～ 25 ㎞未満  11,300 円 

  25 ㎞以上  ～ 30 ㎞未満  13,700 円 

  30 ㎞以上  ～ 35 ㎞未満  16,100 円 

  35 ㎞以上  ～ 40 ㎞未満  18,500 円 

  40 ㎞以上  ～ 45 ㎞未満  20,900 円 

  45 ㎞以上  ～ 50 ㎞未満  21,800 円 

  50 ㎞以上  ～ 55 ㎞未満  22,700 円 

  55 ㎞以上  ～ 60 ㎞未満  23,600 円 

  60 ㎞以上                 24,500 円 

  60 ㎞以上                 24,500 円 

 

 

 

 

異 

国 交通用具利用者 

2 ㎞未満 

  支給なし 

2 ㎞以上～5 ㎞未満 

       2,000 円 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員に支給 

部長級    70,500 円 

次長級    57,800 円 

課長級    50,500 円 

主幹・技幹級 45,800 円 

副課長級   39,500 円 

 

同 （ただし、職名、支給割合 

の設定は異なります。） 
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６ 特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在） 

 区    分 給料月額又は報酬月額 平成２４年度期末手当支給割合 

市   長 

副 市 長 

974,000 円 

795,000 円 

2.95 月分 

2.95 月分 

議   長 

副 議 長 

議   員 

583,000 円 

528,000 円 

491,000 円 

2.95 月分 

2.95 月分 

2.95 月分 

退 

職 

手 

当 

 

市   長 

副 市 長 

≪算定方式、１期の手当額及び支給時期≫ 

974,000 円×在職月数 48 月×35／100＝1,636 万 3,200 円（任期ごと） 

795,000 円×在職月数 48 月×25／100＝ 954 万円   （任期ごと） 

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、    

１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

    

７  職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（平成２５年４月１日現在） 

区  分 職  員  数 対前年増減数 

平成 25年 主な増減理由 
部  門 

平成 

23 年 

平成 

24 年 

平成 

25 年 

平成 

23 年 

平成 

24 年 

平成 

25 年 

 

普 

 

通 

 

会 

 

計 

 

部 

 

門 

 議 会  9  9 9     

一 総 務 158 155 156  △2 △3   1 被災地支援職員（人事課付） 

般 税 務 58 56   56   △2   

行 民 生 148 149 145 △1  1 △4 老人ホーム指定管理者移行 

政 衛 生 51 52 53 △1    1    1 管理栄養士増員 

部 労 働     2     2     2     

門 農 水 27 26 27 1    △1   1 別子山地区事業担当増 

 商 工 14 14 15        1 産業戦略監の新規配置 

 土 木 102 102 100  △3  △2 区画整理事業事務量減 

計 569 565  563 △6 △4 △2  

教育部門  93 91 91     △2   

消防部門 126 128 129     3    2      1 消防体制の強化 

小    計 788 784 783   △3 △4 △1  

公 

営会 

企計 

業部 

な門 

ど 

水 道 34 34 34 △1    

交 通     7     7     7     

下水道 20 20 20         

その他 50 51 51     1     

小 計 111 112 112   △2  1      

合   計 
899 896 895   △5  △3   △1  

[991] [991] [956] ［ 0］ ［ 0］ ［△35］  

 （注）１ 職員数には教育長を含みます。 

    ２ [   ]内は、条例定数の合計です。 
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 
～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

職員数 
   2 

  人 

36 

  人 

52 

  人 

60 

  人 

91 

  人 

117 

  人 

142 

  人 

82 

  人 

125 

  人 

117 

  人 

67 

人  

   3 

  人 

894 

  人 

割 合 
0.2 

  ％ 

4.0 

  ％ 

5.8 

  ％ 

6.7 

  ％ 

10.2 

  ％ 

13.1 

  ％ 

15.9 

  ％ 

9.2 

  ％ 

14.0 

  ％ 

13.1 

  ％ 

7.5 

  ％ 

0.3 

  ％ 

100.0

％          

 

（３）職員数の推移 

                                （単位：人・％） 

    年度 

部門別 20 年  21 年  22 年  23 年  24 年  25 年  
過去５年間 

 の増減数（率） 

一般行政 586 571 575 569 565 563 ▲ 23 （▲ 3.9％） 

教育 101 100  93  93  91  91 ▲ 10 （▲ 9.9％） 

消防 123 122 123 126 128 129    6   （ 4.9％） 

普通会計計 810 793 791 787 784 783 ▲ 27 （▲ 3.3％） 

公営企業等会計計 118 116 113 111 112 112 ▲ 6 （▲ 5.1％） 

総合計 928 909 904 899 896 895 ▲ 33 （▲ 3.6％） 

（注）教育部門には、教育長を含みます。 

 

 

0

2

4
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12
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16
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20

構成比

５年前の構成比
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23 27 31 35 39 43 47  51 55 59

歳
以
上

～～～～～～～～～～歳
未
満

％
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８ 公営企業職員の状況 

（１）水道事業 

  ア 職員給与費の状況 

決算 

区分 
総 費 用 

         Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

         Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率   

Ｂ／Ａ 

 (参考)23年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

24年度 15億7,267万5千円 1億4,818万5千円 2億8,893万7千円 18.4％ 19.3％ 

 

区分 
職員数 

    Ａ  

給     与     費 １人当たり給 

与費 Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計   Ｂ 

24年度 34人 1億2,410万1千円 2,510万1千円 4,588万9千円 1億9,509万1千円 573万8千円 

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれていません。 

    ２ 職員数は、平成２４年４月１日の人数です。 

 

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２５年４月１日現在） 

区 分 平 均 年 齢      基本給 平均月収額 

新居浜市水道事業 42.1歳 342,178円 478,165円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます 。  

 

ウ 職員の手当の状況  

①期末手当・勤勉手当 

区    分 新居浜市水道事業 新居浜市（企業職員除く） 

１人当たり平均支給

額（平成 24 年度） 
135 万円 145 万 7 千円 

平成 24 年度支給割合 

期末手当   勤勉手当 

2.60 月分   1.35 月分 

（1.45 月分）（0.65 月分） 

左に同じ 

加算措置の状況 
職制上の段階、職務の級等に 

よる加算措置 
左に同じ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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②退職手当（平成２５年４月１日現在） 

新居浜市水道事業 新居浜市（企業職員除く） 

（支給率）      自己都合   勧奨・定年 

勤続２０年     23.03月分   28.7875月分 

勤続２５年     32.83月分   38.955 月分 

勤続３５年     46.55月分   55.86  月分 

最高限度額     55.86月分   55.86  月分 

その他の加算措置   なし    あり※ 

※定年前早期退職特別措置 

（ 2％ ～ 20％ 加算）  

1人当たり平均 
支給額        支給なし 

（支給率）     自己都合   勧奨・定年 

 

 

 

左に同じ 

 

 

 

1人当たり平均 
支給額     5 2 5万 7千 円  2,579万4千円 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された

平均額です。 

 

③特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成24年度決算） 35万1千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 2万5千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 41.2％ 

手当の種類（手当数）                  5 

手当の名称 主 な 支 給 対 象 職 員 支 給 単 価 

特殊現場作業手当 
受水槽検査業務等の特殊現場作業に従事し

た職員 
  日額     450円 

緊急出動手当 
勤務時間外に緊急業務のため呼出しを受け

出動した職員 

  １回   2,000円 

   又は1,000円 

（勤務開始時間による） 

停水処分手当 停水処分に従事した職員  １件     730円 

滞納整理手当 
水道料金等の滞納整理事務のため２時間以

上外出勤務した職員 
  日額     370円 

用地交渉業務手当 
用地の取得、補償等の交渉業務のため外出勤

務した職員 
  日額     180円 

 

④時間外勤務手当 

支給実績（平成24年度決算） 1,125万1千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 46万9千円 

支給実績（平成23年度決算） 1,219万2千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 46万9千円 

 

 

 

 

 



- 13 - 

⑤その他の手当（平成２５年４月１日現在） 

主な手当名 内 容 及 び 支 給 月 額 一般行政職との異同及び異なる内

容 

扶養手当 

配偶者                         13,000 円 

配偶者以外 １人につき     6,500 円 

・配偶者がいない場合は、その 

 うち１人について      11,000 円 

・特定扶養加算（16 歳～22 歳） 5,000 円 

同 

住居手当 
借家居住者 支給限度額 27,000 円 

持家居住者 3,500 円 
同 

通勤手当 

交通機関利用者（ＪＲ、バス等利用者） 

支給単位期間（最長６か月間）の通勤に要

する運賃等の額により支給 

支給限度額（月額）      55,000 円 

交通用具利用者（自動車、バイク等利用者） 

通勤距離（片道）により支給 

 0.5 ㎞以上 ～  2 ㎞未満     800 円 

   2 ㎞以上  ～  5 ㎞未満   2,500 円 

   5 ㎞以上  ～ 10 ㎞未満   4,100 円 

  10 ㎞以上  ～ 15 ㎞未満   6,500 円 

  15 ㎞以上  ～ 20 ㎞未満   8,900 円 

  20 ㎞以上  ～ 25 ㎞未満  11,300 円 

  25 ㎞以上  ～ 30 ㎞未満  13,700 円 

  30 ㎞以上  ～ 35 ㎞未満  16,100 円 

  35 ㎞以上  ～ 40 ㎞未満  18,500 円 

  40 ㎞以上  ～ 45 ㎞未満  20,900 円 

  45 ㎞以上  ～ 50 ㎞未満  21,800 円 

  50 ㎞以上  ～ 55 ㎞未満  22,700 円 

  55 ㎞以上  ～ 60 ㎞未満  23,600 円 

  60 ㎞以上                 24,500 円 

  60 ㎞以上                 24,500 円 

同 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員に支給 

局長        70,500 円 

次長        57,800 円 

課長        50,500 円 

主幹・技幹     45,800 円 

 副課長       39,500 円 

 

同 
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（２）工業用水道事業 

  ア 職員給与費の状況 

決算 

区分 
総 費 用 

         Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

         Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率   

Ｂ／Ａ 

 (参考)23年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

24年度 1億7,703万8千円 6,170万3千円 5,967万2千円 33.7％ 29.1％ 

 

区 分 
職員数 

    Ａ  

給     与     費 １人当たり給 

与費 Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

24年度 6人 2,817万4千円 443万4千円 1,052万2千円 4,313万円 718万8千円 

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれていません。 

    ２ 職員数は、平成２４年４月１日の人数です。 

 

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２５年４月１日現在） 

区 分 平 均 年 齢      基本給 平均月収額 

新居浜市工業用水道事業 48.4歳 388,199円 599,026円 

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

  ウ 職員の手当の状況 

①期末手当・勤勉手当 

区    分 新居浜市工業用水道事業 新居浜市（企業職員除く） 

１人当たり平均支給

額（平成 24 年度） 
175 万 4 千円 145 万 7 千円 

平成 24 年度支給割合 

期末手当   勤勉手当 

2.60 月分   1.35 月分 

（1.45 月分）（0.65 月分） 

左に同じ 

加算措置の状況 
職制上の段階、職務の級等に 

よる加算措置 
左に同じ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

②退職手当（平成２５年４月１日現在） 

新居浜市工業用水道事業 新居浜市（企業職員除く） 

水 道事業における記載内容と同じ  水 道事業における記載内容と同じ  
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③特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成24年度決算） 14万1千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 3万5千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 57.1％ 

手当の種類（手当数）                    5 

手当の名称 主 な 支 給 対 象 職 員 支 給 単 価 

水道事業における 

記載内容と同じ 

水道事業における 

記載内容と同じ 

水道事業における 

記載内容と同じ 

 

④時間外勤務手当 

支給実績（平成24年度決算） 164万1千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 41万円 

支給実績（平成23年度決算） 24万円 

職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 12万円 

 

⑤その他の手当（平成２５年４月１日現在） 

主な手当名 内 容 及 び 支 給 月 額 一般行政職との異同及び異なる内容 

水道事業における

記載内容と同じ 

水道事業における 

記載内容と同じ 

水道事業における 

記載内容と同じ 
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第３  職員の勤務時間その他の勤務条件の状況  

１  勤 務 時間  

１ 週間の  １ 日の  

勤 務時間  
始 業  終 業  休 憩時間  週 休日  

勤 務時間  

３ ８ 時 間 ４ ５ 分  ７ 時 間 ４ ５ 分  ８ 時 ３ ０ 分  １ ７ 時 １ ５ 分  １ 時 間  土 ・ 日 曜 日  

（注）勤務課所によっては、始業、終業、週休日等が異なる場合があります。  

 

２  休 暇  

種   類  休 暇 の 概 要 、 取 得 要 件 等  取 得 可 能 日 数 等  

有  

 

給  

 

休  

 

暇  

年 次 有 給 休 暇  一 の 年 ご と に お け る 休 暇  
1 年 に つ き 20 日 （ 前 年 の 繰 越 日 数  

の 上 限 20 日 の た め 最 高 40 日 ）  

病 気 休 暇  

負 傷 又 は 疾 病 の た め 医 師  

の 診 断 に よ り 療 養 す る 必  

要 が あ る 場 合  

・ 公 務 災 害 、 通 勤 災 害 の 場 合 は 3 年  

を 超 え な い 範 囲 で 必 要 と 認 め ら れ  

る 期 間  

・ 結 核 性 疾 患 に つ い て は 1 年 、 そ の  

他 の 負 傷 又 は 疾 病 に つ い て は 、 90 

日 を 超 え な い 範 囲 で 必 要 と 認 め ら  

れ る 期 間  

特 別 休 暇  

選 挙 権 の 行 使 、 結 婚 、 出  

産 、 交 通 機 関 の 事 故 そ の  

他 の 特 別 な 事 由 に よ り 、  

職 員 が 勤 務 し な い こ と が  

相 当 で あ る 場 合  

［ 主 な 休 暇 ］  

公 民 権 の 行 使 、 産 前  

休 暇 、 産 後 休 暇 、 忌  

引 、 結 婚 休 暇 、 ボ ラ  

ン テ ィ ア 休 暇 な ど  

公 民 権 の 行 使  

 必 要 と 認 め ら れ る 期 間  

産 前 休 暇  

 8 週 間 以 内 に 出 産 す る 予 定 の 女 性  

 職 員 が 申 し 出 し た 場 合 に 出 産 の 日  

 ま で  

産 後 休 暇  

 出 産 後 8 週 間  

忌 引  

 父 母 の 場 合 7 日 な ど  

結 婚 休 暇  

 連 続 す る 7 日  

無  

給  

休  

暇  

介 護 休 暇  

負 傷 、 疾 病 又 は 老 齢 に よ  

り 2 週 間 以 上 に わ た り 日  

常 生 活 を 営 む の に 支 障 が  

あ る も の の 介 護 を す る 場  

合  

一 の 継 続 す る 状 態 ご と に 、 連 続 す る  

6 月 の 期 間 内  
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第４  職員の分限及び懲戒処分の状況  

１  分 限 処分（平成２４年度）  

処  分  事  由  降 任  免 職  休 職  降 給  合 計  

勤 務実績が良くない場合  ―  ―  ―  ―   ０  

心 身の故障の場合  ―  ―  ５  ―  ５  

職 に必要な適格性を欠く場合  ―  ―  ―  ―   ０  

職 制、定数の改廃、予算の減  

少 により廃職、過員を生じた  

場 合  

―  ―  ―  ―   ０  

刑 事 事 件 に 関 し 起 訴 さ れ た 場

合  
―  ―  ―  ―   ０  

失 職した場合  ―  ―   ―  ―   ０  

合     計   ０   ０   ５     ０   ５  

（ 注）１  地 方 公務員法に基づき分限処分に付された者の状況を示しています。 

２  ２ 以 上の理由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由によ  

り 計上しています。  

 

２  懲 戒 処分（ 平成２４年度）  

処  分  事  由  戒 告  減 給  停 職  免 職  合 計  

法 令に違反した場合  ―   １  ―  ―    １  

職 務上の義務に違反し又は職  

務 を怠った場合  
―  １  ―  ―    １  

全 体の奉仕者たるにふさわし  

く ない非行のあった場合  
―  １  １  ―    ２  

部 下 職 員 の 懲 戒 処 分 に つ い て

管 理 責 任 者 と し て の 適 正 を 欠

いていた場合  

―  ―  ―  ―   ０  

合     計     ０   ３     １     ０  ４  

（ 注）１  地 方 公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況を示しています。 

２  ２ 以 上の理由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由によ  

 り 計上 しています。  

 

 

第５  職員の服務の状況  

１  年 次 有給休暇の取得状況（平成 ２４年１月～平成２４年１２月）  

 平均取得日数 平均取得率 

平 成２４年取得状況  11.6日 29.5％ 
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２  育 児 休業等の取得状況（平成２４年４月～平成２５年３月）  

（ １）育児休業の取得状況  

区     分 男性 女性 

新 たに取得した者  ０人 １１人 

前 年度から引き続き取得した者  ０人 １８人 

 

（ ２）介護休暇の取得状況  

 男性 女性 

介 護休暇取得者  ０人 ２人 

 

 

第６  職員の研修及び勤務成績の評定の状況  

１  研 修 の状況  

基 本研修  
新規採用職員研修、１年経過職員研修、６年経過職員研修、主任昇任者研修

、主査昇任者研修、係長昇任者研修 ほか 

特 別研修  
業務改善能力開発研修、ワークライフバランス研修、自己活性化研修、 

企業に学ぶ 

人 権研修  人権・同和教育主担者養成研修、人権講演会 ほか 

派 遣研修  自治大学、市町村アカデミー、国際文化アカデミー、愛媛県研修所 ほか 

 

２ 勤務成績の評定の状況 

 職員の勤務成績、勤務態度等を公正に評定することにより、個々の能力、適性等に応じ

た適職への配置及び昇任昇格を行い、人材育成、能力開発、勤労意欲の増進等を図るため

に、平成１６年度から管理職を対象に実施し、平成１８年度からは全職員を対象としてお

ります。 

 評定方法は、他の職員との比較による相対評価ではなく、設定された一定の基準に基づ

き、自己評定については自分自身、評定者においては被評定者がどの水準に位置している

かについて絶対評価を行っております。 

 

 

第７  職員の福祉及び利益の保護の状況  

 

１ 福利厚生制度に係る負担状況（平成２４年度） 

共済組合への負担金 愛媛県市町村職員共済組合  11億4,844万6千円 

〃     公立学校共済組合愛媛支部 4,834万4千円 

愛媛県市町村職員互助会への負担金 712万1千円 

新居浜市職員互助会への負担金 866万4千円 
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２  公 務 災害等の状況  

（ １）公務災害の状況（平成 ２４年度）  

平成23年度末現在 

未処理件数 
受理件数 認定件数 

公務外 

件数 
取下件数 

平成24年度末現在 

未処理件数 

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

（ ２）通勤災害の状況（平成 ２４年度）  

平成23年度末現在 

未処理件数 
受理件数 認定件数 

公務外 

件数 
取下件数 

平成24年度末現在 

未処理件数 

０件 １件 １件 ０件 ０件 ０件 

 

 

第８  職員の勤務条件に関する措置の要求の状況  

 

平成２４年度における公平委員会への措置要求の状況  

平成23年度末 

の係属件数 

平成24年度中の 

要求件数 

平成24年度中の 

終結件数 

平成25年度への 

繰越件数 

０件 １件 ０件 １件 

（ 注）職員は、 給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、 

  市 の 当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができます。 

 

 

第９  職員の不利益処分に関する不服申立ての状況  

 

平成２４年度における公平委員会への不服申立ての状況  

平成23年度末 

の係属件数 

平成24年度中の 

申立件数 

平成24年度中の 

終結件数 

平成25年度への 

繰越件数 

０件 １件 ０件 １件 

（ 注）職員は、懲戒その他、その意に反して不利益な処分を受けた場合に、公平  

  委 員 会に対して、不服申立てを行うことができます。  


